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特　集 迫られるＥＳＧへの取り組み

要　約

監査制度の見直し
～監査報告書の透明化を中心に～

金融調査部　吉井 一洋

平成 29（2017）年６月に金融庁は「監査報告書の透明化」という文書

を公表し、これを受けて企業会計審議会は監査部会において当該テーマに

ついての検討を開始する。従来、財務諸表の重要な虚偽表示の有無（適正

か否か）のみを記載していた監査報告書に、会計監査人が監査を実施する

過程で特に重要と考えた事項（ＫＡＭ）を記載するというのが主な内容で

ある。ＩＡＡＳＢ（国際監査・保証基準審議会）が設定するＩＳＡ（国際

監査基準）で基準が定められた他、米国などでも導入が決定し、英国やＥ

Ｕでは導入が開始している。財務諸表利用者（機関投資家やアナリスト）

はＫＡＭを取材やエンゲージメントの素材とすると思われる。ＫＡＭを有

効に活用するためには、企業自身の関連項目の開示の充実が望まれる。ま

たＫＡＭは、統治責任者（監査役等）と対話をした項目から選択されるので、

今後、監査役等の役割の重要性が高まることが予想される。監査制度の見

直しに関するテーマとして、監査法人のガバナンスやローテーション制度、

不正への対応などもあるが、ＩＡＡＳＢではさらに監査の品質向上に向け

た検討を開始しており、わが国も周回遅れにならないよう、資本市場関係

者の迅速かつ的確な対応が求められるところである。

１章　監査報告書の透明化

２章　監査法人の体制整備

３章　違法行為への対応

４章　ＩＡＡＳＢでさらなる改善検討

５章　おわりに
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監査制度の見直し

１章　監査報告書の透明化
１．企業会計審議会で検討開始

平成 29（2017）年６月 26 日、金融庁は「『監

査報告書の透明化』について」という文書を公表

し、監査報告書の透明化に向けて企業会計審議会

で具体的な検討を開始する旨を明らかにした。

ＩＡＡＳＢ（国際監査・保証基準審議会）は

2015 年 1 月に ISA701「独立監査人の監査報告

書における監査上の主要な事項のコミュニケー

ション」を公表した。これは、監査報告書に、会

計監査人が会計監査を行う上で重要と判断した項

目について、そのように判断した理由や対応など

に関する記述を求めるものである。ＩＡＡＳＢは、

ＩＦＡＣ（国際会計士連盟）に設置され、国際的

な監査基準（ＩＳＡ）を審議・設定する。設定さ

れたＩＳＡは、わが国においても監査基準や監査

基準委員会報告書 1 などに反映されている。

金融庁の文書は、これと同様の内容について、

わが国の会計監査人の監査報告書への導入に向け

た検討を行う旨を示していたが、2017 年９月８

日に開催された企業会計審議会総会において、監

査部会で検討されることが正式に決定された。

２．背景

わが国の監査基準では、財務諸表監査の目的を

「経営者の作成した財務諸表が、一般に公正妥当

と認められる企業会計の基準に準拠して、企業の

財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状

況をすべての重要な点において適正に表示してい

るかどうかについて、監査人が自ら入手した監査

証拠に基づいて判断した結果を意見として表明す

る」こととしている。わが国の監査報告書は、上

1）公認会計士・監査法人による財務諸表監査の実務指針で、日本公認会計士協会が発表している。

場企業等の財務諸表が一般に公正妥当と認められ

る会計基準に従って適正に作成されているか否か

についての結論を簡潔に意見として表明している

（Pass/fail モデル）。わが国に限らず、国際的に見

ても、従来の監査報告書はこの Pass/fail モデル

に従って作成されていた。すなわち、合格である

か不合格であるかという点のみが言及され、合格

している場合でも、どのレベルの合格点であるか

という財務諸表の質に関する情報や監査意見がど

のような手法・手続きを経て形成されたかという

情報は提供されてこなかった。すなわち、財務諸

表の利用者にとって監査に関する情報はブラック

ボックスの中にある状況であった。

しかし、エンロン事件や金融危機時における大

手金融機関の不適切な会計処理、わが国でも見ら

れた会計不祥事を経験して、投資家やアナリスト

などの財務諸表の利用者は、たとえ、監査報告書

で適正意見が表明されていたとしても、それはあ

くまで財務諸表が会計基準に準拠して作成されて

いて重要な虚偽表示はない旨を意見として述べる

ものであり、100％虚偽表示がない旨を保証する

ものではないことを理解するようになってきてい

る。さらに、会計監査人と企業の経営者をはじめ

とする内部者との間には情報の非対称性が存在す

るため、たとえ監査報告書に適正意見が付されて

いたとしても財務諸表に重要な虚偽記載がなされ

ていることがあり得る旨も、その経験を通じて理

解するようになってきている。

他方で、経済活動の複雑化や国際化、ＩＦＲ

Ｓ（「国際財務報告基準」または「国際会計基準」）

の採用やＩＦＲＳへの各国会計基準のコンバー

ジェンスにより、財務諸表に公正価値評価や見積

もりを必要とする項目が増加していることも、会
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計監査の難易度、あるいは重要な虚偽表示のない

財務諸表の作成そのものの難易度を高めている。

このような状況においては、機関投資家はア

セット・オーナー等の資金の提供者への責任を果

たすために、さらにはアナリストもそのような機

関投資家の要請に応えるために、財務諸表の質

に関して注意を払う必要が出てきている。100％

虚偽表示がない財務諸表はあり得ないことを前提

に、会計監査人の監査の作業の焦点がどこにあっ

たか、どの部分に虚偽表示のリスクがあるのか

の説明を、会計監査人に求めることの必要性が高

まってきている。ISA701 の改訂はそのような要

請に対応するため行われた。監査報告書にＫＡＭ

（Key Audit Matters）「監査上の主要な事項」を

記載することで、「監査報告書を、投資家（特に、

機関投資家）にとってより目的適合性のある情報

価値の高いものとすることができる」としている。

３．検討の経緯

１）ＩＡＡＳＢの場合
ＩＡＡＳＢは、2006 年にＡＩＣＰＡ（米国公

認会計士協会）のＡＳＢ（監査基準審議会）と共

同で標準的な監査報告書について利用者がどのよ

うに認識しているかに関しての共同研究に着手し

た。2009 年９月に報告書が提出され、同年 12

月にＩＡＡＳＢでプロジェクトとして取り上げる

ことが決定された。ちなみに、この報告書では財

務諸表の利用者から、従来の監査報告書では「実

施された監査に関する特定の情報」「監査上の発

見事項」「監査対象企業に関する情報」が不足し

ている旨の指摘があった。例えば、会計監査人の

独立性に関する情報、重要な虚偽表示の有無を

監査する上での重要性の基準、監査における保証

のレベルに関する情報が不足している旨、追加的

な情報として、会計監査人は、企業の財務諸表や

財務報告システム（および内部統制）の質に関す

る情報、会計監査人が監査を通じて得て監査委員

会に報告した情報、規制当局などに報告した情報

を財務諸表の利用者に提供すべき旨の指摘があっ

た。

その後、２度のコンサルテーション・ペーパー、

公開草案の公表を経て、2015 年１月に改定基準

の公表に至った（図表１参照）。

2011 年５月のコンサルテーション・ペーパー

では、監査報告書の価値を改善するために見直し

を行う方向を示した。利用者が求める情報と監査

図表１　ＩＡＡＳＢ（国際監査・保証基準審議会）の監査報告書の透明化検討の経緯
年　月 出来事

２００６ 年６月 ＡＩＣＰＡ（米国公認会計士協会）／ＡＳＢ（監査基準審議会）とのジョイントで監査報告書に対す
る利用者の認識に関する学術研究に着手

２００９ 年９月 上記研究結果の取りまとめ

２００９ 年 １２ 月 ＩＦＡＣ（国際会計士連盟）／ＩＡＡＳＢに上記研究結果を報告

２０１１ 年５月 第１回コンサルテーション・ペーパー「監査報告の価値の強化：変更の選択肢の模索」公表

２０１１ 年 １２ 月 上記の結果等を踏まえ、監査報告書の改正に関するプロジェクトを開始

２０１２ 年６月 第２回コンサルテーション・ペーパー「監査報告書の改善」公表

２０１３ 年７月 ＩＳＡ７０１ 等の改正の公開草案公表

２０１５ 年１月 ＩＳＡ７０１ 等の最終版を公表

（出所）大和総研金融調査部制度調査課作成
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報告書で記載できる情報とにギャップがあること

を前提に、それを改善する方法として監査報告書

の現行モデルの枠内での見直し、統治責任者の報

告書と監査報告書を統合したコーポレート・ガバ

ナンス報告モデルへの変革、さらにはビジネス・

モデルやその存続可能性、リスク・マネジメント

等への会計監査人の関与を含めた記載を求めるモ

デルへの見直し、の３案が提案された。また、監

査報告書を財務諸表に関する報告とその他の法規

制による情報に区分すること、会計監査人による

コンメンタリーの記載区分を設けることが提案さ

れた。このコンサルテーション・ペーパーへの

コメントと他の国の動向を踏まえ、2011 年 12

月にプロジェクトを開始し、2012 年６月に２

度目のコンサルテーション・ペーパーを公表し、

2013 年７月に公開草案を公表した。公開草案で

は、現行モデルの枠内での見直しを前提とするこ

ととされた。会計監査人によるコンメンタリーは

ＫＡＭに改められ、統治責任者とのコミュニケー

ションの対象となった情報から、最も重要である

と会計監査人が判断した事項とされた。ＫＡＭの

項目としては、「のれん」「金融商品の評価」「事

業の買収」「長期契約に係る収益認識」などが例

示された。そして 2015 年１月に新基準の公表に

至った。関連する基準を整理すると下記の通りで

ある。

ISA701「独立監査人の監査報告書における監

査上の主要な事項のコミュニケーション」

ISA260「統治責任者とのコミュニケーション」

ISA570「継続企業」

ISA700「財務諸表に対する意見の形成と監査

報告」

ISA705「独立監査人の監査報告書における除

外事項付意見」

ISA706「独立監査人の監査報告書における強

調事項区分とその他の事項区分」

ISA720「その他の記載内容に関連する監査人

の責任」　など

新基準は、2016 年 12 月 15 日以後に終了する

期間に関する財務諸表の監査から適用される。

２）ＩＯＳＣＯ・ＥＵ・英米の場合
（１）ＩＯＳＣＯ

ＩＯＳＣＯ（証券監督者国際機構）も 2009 年

９月にコンサルテーションレポート「会計監査人

のコミュニケーション」を公表している。同レポー

トでは、従来の監査報告書の欠点として、Pass/

fail モデルの意見表明であること、定型的で専門

的な文言での意見表明であること、不正発見に関

する会計監査人の役割や監査における努力・判断

の結果等の記載が無いことによる期待ギャップの

存在などを指摘し、監査報告書の構造の変更、文

言の変更、コミュニケーションの追加、会計監査

人による保証の種類の変更といった４つの対応策

が示され、それぞれの長所・短所の分析を行って

いる。ただし具体的な提案には至らなかった。

（２）ＥＵ

ＥＵの欧州委員会（ＥＣ）では、2010 年 10

月にグリーン・ペーパー「監査に関する施策：金

融危機からの教訓」を公表した。同文書では、金

融危機における会計監査における反省などを踏

まえ、利害関係者へのコミュニケーションを含む

会計監査人の役割、監査事務所のガバナンスと

独立性、会計監査人の監督、監査市場の構造（寡

占）、欧州単一市場の創設、中小企業及び中小監
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査事務所のルールの簡素化、グローバルな監査

ネットワークの監督に関する国際的な協力など、

多様な論点を示している。グリーン・ペーパーは

同年 12 月までコメント募集を行った。利害関係

者へのコミュニケーションに関するコメントの要

約文書では、監査実務と利用者の監査に対する期

待のギャップを狭めるためには、監査に関する透

明性の向上が必要との考えが示された。その後、

2011 年 11 月に「年次財務諸表及び連結財務諸

表の法定監査に関する指令 2006/43/EC を改正

する欧州議会及び欧州連合理事会の指令」（改正

法定監査指令）案と「社会的影響度の高い事業体

の法定監査に対する要求事項に関する、欧州議会

及び欧州連合理事会の規則」（ＰＩＥ法定監査規

則）案、2014 年５月に指令及び規則が公表された。

ＰＩＥ法定監査規則では、財務諸表の重要な虚偽

表示リスクのうち最も重要であると判断したもの

の説明や当該リスクへの監査人の対応、監査人の

主要な見解（該当があれば）などの記述を求めて

いる。ＰＩＥ（社会的影響度の高い事業体）には

上場企業などが含まれる。改正後の指令やＰＩＥ

法定監査規則は、2017 年６月終了事業年度以降

の監査から適用されている。

（３）英国

英国では、2004 年に英国政府の要請で設立さ

れた監査品質フォーラム（ＡＱＦ）が、監査報告

書の有用性の向上に向けた活動を行い、05 年か

ら株主、取締役会、監査人、規制当局その他の多

様な利害関係者を対象とする検討を開始し、07

年に報告書「ファンダメンタルズ－監査報告」を

まとめた。他方で、06 年 11 月に会社法改正が

行われ、08 年までに監査報告書の文言の訂正を

求めていた。これらを受け当時の監査実務審議会

（ＡＰＢ）は、07 年 12 月に「監査報告書：変更

の時」を公表し、監査報告書の変更の必要性につ

いて意見募集を行った。その後、ＡＰＢは 2006

年会社法の規定に従った文言修正などを盛り込ん

だ監査基準の改訂を 09 年３月に行い、他方で監

査報告書の情報価値を高めるための見直しは継続

して検討することとした。

その後、08 年の金融危機の発生を受け、ＦＲ

Ｃ（財務報告評議会）から、コーポレートガバナ

ンス・コードとスチュワードシップ・コードが

10 年６月に公表され、12 年にこれら両コード、

14 年にコーポレートガバナンス・コードの改訂

が行われた。監査報告書の見直しはこのような

コーポレート・ガバナンスの見直しの一環として

行われた。

2012 年版のコーポレートガバナンス・コード

では、監査委員会に対して、会計監査人とのコミュ

ニケーションを踏まえて、重要と判断した財務諸

表の事項とそれへの対処などを、年次報告書に専

用の区分を設けて記載するよう求めている。他方

で、13 年にＦＲＣにより監査基準の改訂が行わ

れ、会計監査人による監査報告書にも、会計監査

人が識別・評価した重要な虚偽表示リスクのうち、

監査に最も重要な影響を与えたものの記述とそれ

にどのように対応したか、監査における重要性の

基準値やその影響などの記述が求められることと

なった。その後、14 年には会計監査人と取締役

会や監査委員会とのコミュニケーションに関する

基準の見直し、16 年に（２）で述べたＥＵの改

正法定監査指令やＰＩＥ法定監査規則、ＩＡＡＳ

Ｂの ISA701 等の見直しに合わせた監査基準及び

コーポレートガバナンス・コードの見直しが行わ

れている。
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（４）米国

米国では、ＰＣＡＯＢ（米国公開会社会計監視

委員会）が、2005 年２月から監査報告書の拡充

に向けた検討を開始した。ＰＣＡＯＢは 02 年の

企業改革法により創設された公開企業向けの監

査基準を設定する機関である。05 年においては、

Pass/fail モデルの是非が検討された。その後検討

はいったん中断したが、公開企業の監査に関わる

職業専門家の持続可能性を高めるために米国財務

省が設置したＡＣＡＰ（監査職業専門家助言委員

会）が、08 年 10 月の報告書で監査報告書の改

善を提案し、他方で、米国財務アナリスト協会も

08 年、10 年、11 年に監査報告書の調査を実施

した。

これらを踏まえ、ＰＣＡＯＢは、10 年４月か

ら検討を再開し、13 年８月に公開草案「無限定

適正意見の監査報告書」、16 年５月にその再公開

草案を公表し、17 年６月に最終基準として公表

した。ＰＣＡＯＢの新監査基準では、監査報告書

にＣＡＭ（Critical Audit Matters）とその決定に

至る経緯、監査上の対応、関連する財務諸表の勘

定や開示の参照の記述を求めることとしている。

４．各国の導入状況

ISA701 と同様の記載内容が拡充された監査報

告書の、英国、ＥＵ、米国における導入状況は図

表２の通りである。

この他、オランダ、オーストラリア、ニュージー

ランド、南アフリカ、香港、シンガポール、中国、

ブラジル、北欧３カ国、インドなども導入してい

る、ないしは導入の方向である。

これ等の状況を見る限り、わが国は、監査報告

書の拡充に関しては立ち遅れている状況である。

５．ＫＡＭ（監査上の主要な事項）とは

１）監査報告書の様式
改定後のＩＡＡＳＢのＩＳＡに基づく監査報

告書においても、監査意見そのものに関しては、

従来の Pass/fail モデルを維持している。すなわ

ち、財務諸表全体について、適正か否かについて

意見を付している。その上で、ＫＡＭについて言

及をすることとしている。監査報告書の記載内容

は図表３の通りである。その他の記載内容とはＭ

図表２　各国の監査報告書の透明化の導入状況
年月 国・地域

２０１３ 年６月 英国 ２０１２．１０．１ 以後開始事業年度（暦年決算では ２０１３ 年 １２ 月期）から適用

２０１４ 年５月 欧州委員会 ＰＩＥ（社会的影響度の高い事業体）の法定監査に関する規則の公表。２０１６．６．１７（暦年
決算では ２０１７ 年 １２ 月期）から適用開始

２０１５ 年１月 ＩＡＡＳＢ ISA７０１ 等の改訂。２０１６．１２．１５ 以後に終了する上場会社の財務諸表の監査報告書（暦年
決算の場合は、２０１６ 年 １２ 月期）から適用

２０１７ 年６月１日 米国

ＰＣＡＯＢ（米国公開会社会計監視委員会）が、監査報告に関する新しい監査基準を公表。
以下の監査から適用
大規模早期提出会社：２０１９．６．３０ 以後終了事業年度（暦年決算なら ２０１９ 年 １２ 月期）の
監査
その他の基準準拠会社：２０２０．１２．１５ 以後終了事業年度から適用（同 ２０２０ 年 １２ 月期）
の監査
なお、米国ではＣＡＭ（Ｃｒｉｔｉｃａｌ Ａｕｄｉｔ Ｍａｔｔｅｒｓ）

２０１7 年６月 ２６ 日 日本 金融庁「『監査報告書の透明化』について」を公表
（注）オランダ、オーストラリア、ニュージーランド、南アフリカ、香港、シンガポール、中国、ブラジル、北欧３カ国なども導入
（出所）各規則・基準・報告書、日本公認会計士協会資料などを参考に大和総研金融調査部制度調査課作成



118 大和総研調査季報　2017 年 秋季号 Vol.28

Ｄ＆Ａなど、年次報告書に含まれている財務諸表

以外の情報を指す。ISA701 とともに改訂された

ISA720 では、その他の情報の記載内容について

も、財務諸表及び監査の過程で得られた知識との

間に重要な差異があるか否かを考慮し、適切な対

応がなされている場合は「特に報告すべき事項は

無い」旨を記述するよう会計監査人に求めている。

２）ＫＡＭとは
ＩＡＡＳＢの改定後の ISA701 では、会計監査

人は、ＫＡＭを決定するとともに、財務諸表に関

する意見を形成した上で、監査報告書において、

当該事項について記載することを義務付けられて

いる。

ＫＡＭとは「監査人が統治責任者にコミュニ

ケーションを行った事項から選択され、当事業年

度の財務諸表監査において監査人の職業的専門家

としての判断によって最も重要とされた事項」を

いう。会計監査人が統治責任者とコミュニケー

ションを行った項目から選択する。

統治責任者（Those Charged with Governance）

とは、「企業の戦略的方向性と説明責任を果たし

ているかどうかを監視する責任を有する者又は組

2）監査基準委員会報告書 260「監査役等とのコミュニケーション」第９項

織」をいい、「これには、財務報告プロセスの監

視が含まれる」2。わが国の場合は、監査役、監査

役会、監査等委員会、監査委員会（以下「監査役

等」）を想定しているもようである。

会計監査人は「特に注意を払った事項」を以下

を考慮して決定する。

・�重要な虚偽表示のリスクが高いと評価された、

又は特別な検討を必要とするリスクが識別され

た領域

・�経営者の重要な判断を伴う領域（見積もりの不

確実性が高いと識別された会計上の見積もりを

含む）に関連する重要な監査人の判断

・重要な事象又は取引が監査に与える影響

会計監査人は、「特に注意を払った事項」から

最も重要な事項をＫＡＭとして決定することとさ

れている。

３）ＫＡＭの記載内容
ＩＡＡＳＢの ISA701 によれば、ＫＡＭの記載

内容としては、その内容の他、下記を記載する。

①�財務諸表に関連する情報が開示されている場合

は、その情報への参照

②�当該事項が監査にとって重要であり、ＫＡＭで

あると判断した理由

③当該事項への監査上の対応

②に関しては、いわゆるボイラープレートな記

述内容にならないよう、企業の個々の状況に直接

関連付けることとされている。

③には、以下の記載が含まれることがある。

◆�当該事項に最も関連した又は評価した重要な虚

偽表示リスクに特有の、監査人の対応又はアプ

ローチの特徴

◆実施した手続の簡潔な説明

図表３　独立監査人による監査報告書の記載
項目

財務諸表監査
監査意見
監査意見の基礎

（ある場合に）継続企業の前提に関する重要な不確実性
ＫＡＭ（監査上の重要な報告事項）
その他の記載内容

（ある場合に）強調事項又はその他の事項
（連結）財務諸表に対する経営者及び統治責任者の責任
（連結）財務諸表に対する会計監査人の責任

その他の報告責任
（注）�利用者にとって関心の高い情報から記載するため記載の順序

は上記から変わる可能性がある
（出所）ＩＳＡ７００ などを基に大和総研金融調査部制度調査課作成
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◆監査人の手続の結果を示す記述

◆当該事項に関する主要な所見

留意すべき点として、ＫＡＭは財務諸表やその

注記を代替するものではないという点である。す

なわち、財務諸表や注記で開示されていない一次

情報の提供は目的ではない。ただし、提供はでき

る。会計監査人が一次情報を提供する可能性を残

すことにより、企業に自主的な開示を促している

側面があると思われる。また、監査意見は財務諸

表全体について表明される。ＫＡＭは、全体の監

査意見と異なる個別意見を述べるものではない。

４）ＫＡＭの記載の効果
ＫＡＭの記載により、ＩＡＡＳＢは、以下の

便益を期待している旨が述べられている。（ＩＡ

ＡＳＢ “Audit Reporting － Key Audit Matters － ”

（2015 年１月 30 日））

・実施された監査についての透明性の向上

・�経営者の重要な判断と監査人の重要な注意

の対象となる財務諸表の領域に、投資家及び

その他の利用者を注目させる。このことは、

おそらく、投資家及びその他の利用者が、そ

の企業と財務諸表及び監査意見に反映され

ている監査の結果をよりよく理解すること

の助けとなるであろう。

・�その企業や、監査された財務諸表、又は実施

された監査に関連する一定の事項について、

利用者に、経営者及び統治責任者（例えば、

監査委員会）と更なる対話を行う基礎を提供

する。

・�監査における最も重要な事項について、監査

人及び統治責任者の間のコミュニケーショ

ンが強化され、そのような事項に関する財務

　�諸表における開示に対して、経営者及び統治

責任者が一層の注意を払う結果につながる

可能性がある。

・�監査人が、コミュニケーションを行う事項に

対して新たな注意を払うことで、監査品質に

貢献する要因の中で、職業的懐疑心の高揚に

間接的につながる可能性がある。

（注）上記太字は原文で太字となっていた部分

ＩＡＡＳＢの 2013 年７月の公開草案に寄せら

れた主な利用者団体のコメントをまとめると次

ページの図表４の通りになる。

財務諸表の利用者からは、経営者の判断の関与

や不確実性の高い分野、経営者との意見の相違が

あった分野がどこであるか知ることができる、経

営者や統治責任者との対話や取材の足掛かりとし

て用いる、アナリストや機関投資家が知り得な

い情報を有する会計監査人の知見を活用できる

など、ＩＡＡＳＢが挙げる便益とおおむね近いメ

リットが挙げられている。さらに、会計監査人に

究極的な顧客は投資家であることを思い起こさせ

る、会計監査人が企業に財務諸表の開示の強化を

求めやすくなる、監査法人間の品質の競争を促進

するといったメリットも挙げられている。

５）ＫＡＭに関する懸念
他方で、ＫＡＭの導入に関しては、次のような

懸念がＩＡＡＳＢなどでの議論の過程や今後導入

を検討するわが国の関係者から示されている。

①�類似の内容（例えばわが国のリスク情報の開示）

は既に行われている。情報提供の責任は経営者

（又は監査委員会）にあり、会計監査人にはない。

②�経営者が開示していない事項に言及した場合の
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情報漏えいやそれに伴う法的責任が問題になる

のではないか。

③�経営者による開示との情報の衝突が生じない

か。

④�主観的な情報の提供によって会計監査人の法律

上のリスクが増加するのではないか。

⑤�会計監査人のコメントが記載事項への保証を提

供しているとの誤解を与えないか。

⑥�指摘事項について未解決のままという誤解を与

えないか。

⑦�ＫＡＭの記載内容について、誰が説明責任を負

うのかが不明確である。

⑧�ＫＡＭは不適正意見の場合は記載されない。Ｋ

ＡＭの記載を通じて不正や倒産リスクを知るの

は困難ではないか。

⑨�何かイレギュラーなことがあった場合にのみ情

図表４　２０１３ 年７月のＩＳＡ改定基準の公開草案への主な利用者団体のコメント
日本証券アナ
リスト協会

◆ＫＡＭは、企業及び監査済財務諸表において経営者が重要な判断を行った領域を理解することに役立つ。
◆財務諸表利用者が経営者及び統治責任者と議論を行う際の足がかりを提供することになることを期待。
◆会計上の見積、収益認識、不確実性といった事項の開示がその国の会計基準上詳細には要請されていな

い場合には、監査人の記載の制約が生じる可能性が高い。
ＣＦＡ　
Ｉｎｓｔｉｔｕｔｅ

◆現在の監査報告書について、回答者の ５８％が会計監査人が監査意見にどのようにして到達したかのより
多くの情報、７５％が財務諸表上の測定の不確実性に関するリスク要因、回答者の大多数は、重要性、会
計監査人の独立性、経営者の会計上の重要な判断及び見積り、鍵となるリスク分野に関するより多くの
情報が必要と回答

◆監査上のリスク（重要なリスクの決定過程など）、会計監査人の独立性、監査上の重要性、経営者の会計
上の重要な判断及び見積りの評価、会計方針及び実務における議論などは、重要で恒常的に報告するか
を検討すべきである。

◆監査上のリスクに関して審議会は、会計監査人間や国間の比較が可能となるような監査上のリスクのレー
ティングに向けての一歩として監査上のリスクの客観的なリストを提示することを推奨する。

◆会計方針・実務に関しては、自主的な変更、監査委員会や経営者と議論した会計実務・財務諸表・開示
の質的な側面、投資家の理解を促進する重要な事項、直近の会計期間の重要な特殊取引についての議論
に関する情報を提供する。

Ｉｎｖｅｓｔｍｅｎｔ 
Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ 
Ａｓｓｏｃｉａｔｉｏｎ

（当時）

◆特殊な監査のための重要な事項の記述や、複雑な財務報告の見積りと判断の分野といったより主観的な
分野に焦点をおいた記述を行うべき。これにより、投資家は監査の焦点である鍵となる分野をよりよく
理解できるし、経営者とエンゲージメントを行う上での基礎の提供を受ける。

◆投資家は、それがなぜ重要と考えられるかの簡単な説明、会計監査人の対応や（重要なものとして）そ
の結果の表示を欲している。投資家の中には、単なる監査プロセスの結果の開示を要求するよりも踏み
込んで、会計監査人が経営者の判断の評価の感応度に関連する情報を開示することを望む者もいる。

◆英国で求められているような重要性に関する会計監査人の評価に関する情報が、監査の品質を把握する
上で重要な要素となり、経年比較のための有用な情報を提供しうる。

Ｃｏｕｎｃｉｌ ｏｆ 
Ｉｎｓｔｉｔｕｔｉｏｎａｌ 
Ｉｎｖｅｓｔｏｒｓ

◆監査報告書の見直しは会計監査人に、究極的な顧客は投資家であることを思い起こさせる。
◆会計監査人の独立性に関する情報は、独立でいるための会計監査人の責任に関する情報を提供する。会

計監査人の在職期間に関する情報は投資家や他の財務諸表利用者にとって重要である。
◆会計監査人が、自らが行った監査に基づく経営者の重要な会計上の判断および見積りの評価について投

資家やその他の財務諸表利用者とコミュニケートすることは有用。多くの投資家は会計監査人が監査に
基づく独自の目的に合う洞察を有すると指摘しており、会計監査人は彼らの洞察を監査報告書に開示す
べき。特に重要な経営者の判断や見積り、重要な測定の不確実性がある分野について要望が強い。

◆投資家がリスク分析やプライシング、投資意思を固める際に、会計監査人の類似企業の監査のプロセス
や経験から得た会社や産業の幅広い知識を得られる、独立の第三者としての会社の財務諸表に対するバ
イアスのない見方を得られる、開示の要求をてこに会計監査人が財務諸表の開示のマネジメントの変更・
強化を求めることで投資家への透明性が向上するといった便益が得られる。

◆監査法人間の品質の競争、特に職業的懐疑心の分野での競争を促進し、投資家にとっての監査の価値や
監査済みの財務報告の信頼性が高まる。

◆投資家・株主による会社の取締役や経営者の監督責任を補助する。例えば、会社と会計監査人の仮定の
かい離に関する会計監査人が提供する洞察の情報は、投資家や株主に経営者に関するよりよい感性、お
そらくみばえがよくなる会計（ａｇｇｒｅｓｓｉｖｅ ａｃｃｏｕｎｔｉｎｇ）を行いたがっているという感性を提供する。

（出所）各団体のコメントレターに基づき大和総研作成



121

監査制度の見直し

報を付加する現行の監査報告書 3 とは異なるた

め、監査報告書の比較可能性が低下しないか。

⑩�追加の手続が必要になり、監査にかかる時間と

コストが増加するのではないか

⑪�ＫＡＭへの記載を回避するため、監査人とのコ

ミュニケーションを回避する傾向が生じないか

①はその通りであり、だからこそ企業側にＫＡ

Ｍで指摘された事項について財務諸表や注記での

積極的な情報開示が期待される。

②から④については、ＫＡＭを統治責任者とコ

ミュニケーションを行った事項に限定すること

や、法令で禁止されている場合や極めて稀だが、

不利益が利益を上回ると監査人が判断した場合は

開示を免除していることで対応しているものと思

われる。また、③のような相違があった場合、そ

の相違点こそが、投資家やアナリストにとってエ

ンゲージメントや取材のキーとなり得るであろ

う。

⑤については、監査報告書で、ＫＡＭの記載よ

りも前に、まず監査意見を記載することとしてい

ることや、ＫＡＭは監査意見と異なる個別意見を

述べるものでない点に注意を促すことで対応して

いる。⑥については、ＫＡＭへの監査人の対応を

記載することで誤解を回避できると思われる。た

だし、これらの点については、財務諸表利用者や

マスコミなどに周知する必要があろう。

⑦は、重要なポイントである。例えば、株主総

会でＫＡＭに関する質問があった場合 4、5 や、投資

3）除外事項を付した限定付適正意見や不適正意見の場合は、問題箇所についての記述がなされる。無限定適正意見
の場合でも、「強調事項」や「その他の事項」の記載を求められる場合がある。

4）このような質問があるためには、招集通知の会計監査人の監査報告書にもＫＡＭが記載されているか、または、
有価証券報告書が株主総会前に提出されている必要がある。

5）会計監査人は、会計監査の結果が監査役等と意見を異にする場合は、定時株主総会に出席して意見を述べること
ができる。また、定時株主総会が出席を求める決議をしたときは、株主総会に出席して意見を述べなければならない。

6）ＩＡＡＳＢの場合は、限定意見や不適正意見の場合もＫＡＭの記載が求められるが、意見不表明の場合は、ＫＡ
Ｍの記載は禁止される。一方、米国では、意見不表明の場合も不適正意見の場合も、ＫＡＭ（ＣＡＭ）の記載は禁
止される。

家から質問があった際に誰が説明するのかなどが

問題となる。この点については、経営者を監督し

つつ、会計監査人とも適時適切にコミュニケー

ションを取ることが期待されている統治責任者が

対応することになるのではないか。わが国の場合

は、監査役等が中心的な役割を担うことが期待さ

れよう。

⑧について、確かに不正や倒産リスクそのもの

を把握するのは困難だが、ＫＡＭを記載すること

で、前述したように、アナリストや投資家が分析

や企業との対話の有用な材料にはなると思われ

る。

⑨、⑩に関しては、これらのデメリットと透明

化のメリットを比較して検討することになろう 6。

不正会計が度重なる現状を考えると、見直しのメ

リットが大きいのではないかと思われる。

⑪については、確かにそのようなおそれは生じ

るが、企業や監査法人のガバナンス改善と合わせ

て、対応していく必要があろう。

６．先行している英国の場合

英国の監査基準では、会計監査人の監査報告書

に、下記の記載を要求している。

①�監査人によって識別され評価された重要な虚偽

表示リスクであり、監査全体の方針、監査資源

の配分、及び監査チームの作業の方向性に最も

重要な影響を与えたものについての記述

②�監査の計画及び実施において監査人が重要性の
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概念をどのように適用したかの説明。当該説明

では、財務諸表全体にとっての重要性を監査人

が判断するために用いる基準値を明記しなけれ

ばならない。

③監査の範囲の概要（下記の記載を含む）

・�①に従って開示された重要な虚偽表示リスクに

監査の範囲をどのように対応させたか

・�②に従って開示された重要性の概念の適用によ

り監査の範囲はどのような影響を受けたか

英国の場合は、会計監査人が重要性の判断基準

値として何をベンチマークとして用いており、ど

のような数値基準を設定しているか（例えば、税

引前利益の５％など）、手続実施上の重要性 7 をど

のように設定しているか、監査の範囲として、例

えば、売上、総資産、税引前利益などをどの程度

カバーしているかなどの記述がなされている点

が、ＩＡＡＳＢの基準よりも充実している。

英国での実施状況については、ＦＲＣがレ

ビューレポートを２本作成している 8。

記載の対象となった項目を挙げると図表 5 の通

りである。１年目、２年目と２年連続で多かった

のは「のれんの減損」「資産の減損」「税務」「収益」

「引当金」などであり、「取得・廃棄」「年金」「投

資」「投資の評価」などがこれに続いている。「税

務」は繰延税金資産などを含んでいるものと思わ

れる。いずれも経営者の判断や見積もりの要素な

どの影響が大きい項目である。

記述内容に対する投資家の評価はおおむね好評

のもようである。記述内容について２年目の記述

は１年目と比較して、企業の固有の事情を踏まえ

7）重要性の基準値を設定しても、これを下回るため未発見・未修正の状況にある虚偽表示について、合計すると重
要性の基準値を超える可能性がある。この可能性を低くするため、重要性の基準値よりも低い水準に設定される基
準値をいう。

8）2015 年３月 “Extended auditor’s reports –A review of experience in the first year”
　　2016 年１月 “Extended auditor’s reports –A further review of experience”

た記述の比率が 61％から 87％に増えている旨が

述べられている。

ただし、例えば、被監査企業の見積もりについ

て会計監査人が妥当と判断した際の判断の水準が

どのようなレベルなのか、例えば、企業が減損し

なかったことの判断が適切であると判断するた

め、深刻な悪化があったという前提を置いて監査

法人がチェックした旨を記載しているケースにつ

いて、その記載自体は評価しつつも、どの程度の

悪化を想定したのかの説明が欲しいなどのコメン

トがあった旨が指摘されている。

英 国 の 場 合、 Ｋ Ａ Ｍ に 関 す る 発 見 事 項

（Findings）を記載している監査報告書の例が見

られ、投資家はこれを歓迎している。１年目は３

社、２年目は 56 社が記載している。Rolls-Royce

のアニュアルレポートの例が模範的な例としてよ

く取り上げられている。同社の 2015 年の例では、

監査報告書の発見事項として、会社の見通しが前

年と比較してやや楽観的である（ただし全体とし

てバランスは取れている）旨を記述している。

英国の場合、監査委員会も、重要と判断した財

務諸表に関連する事項とそれにどう対応したか

を「監査委員会による報告」として年次報告書に

記載する。監査委員会が記載したリスクと、会計

監査人が監査報告書に記載したリスクを比較する

と、監査報告書が１年目平均 4.2 個、２年目平均

3.9 個、監査委員会の報告では、１年目平均 4.3 個、

２年目平均 4.3 個で、両方に記載されている項目

は、１年目平均 3.2 個（重複率 74％）、２年目平

均 3.7 個（重複率 85％）である。両者の指摘す

るポイントが一致しているわけではない。例えば、
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前述の Rolls-Royce の会計監査人のやや楽観的と

いう指摘について、監査委員会の報告では特段の

言及はなされていない。

このような対比は、機関投資家やアナリストが

企業に取材やエンゲージメントを行う上で有用で

あろう。わが国の有価証券報告書でも、英国の例

に倣い、監査役等の監査報告書を、会計監査人の

監査報告書と比較できる形で開示することを検討

してもいいように思われる。

７．財務諸表利用者および監査役等の役
割の変化

投資家やアナリスト等の財務諸表の利用者は、

開示されている情報に基づいて企業を分析し、将

来の収益予想等を行い、投資判断に役立てている。

その際には、開示されている財務情報は適正であ

図表５　英国の開示例における各項目がＫＡＭに取り上げられた頻度

（出所）英国ＦＲＣ、 “Extended auditor's report”、2016年１月
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ることが大前提である。しかし、過去の会計不正

の例が示す通り、その前提はたびたび裏切られて

きた。繰り返しになるが、もはや、100％虚偽表

示がない財務諸表などはあり得ないことを、利用

者は認識している。

わが国で最近発覚した著名な不適切会計の事件

に関して、後知恵かもしれないが、事件発覚後、

多くの機関投資家やアナリストが、ＰＣ部門やプ

ラント部門の利益水準が同業他社と比較しておか

しいと感じていた旨を指摘している。このような、

アナリストや機関投資家的な視点が監査法人にあ

れば、不適切会計に気付けたかもしれない。のれ

んの減損の遅れなども生じなかったかもしれな

い。

ＫＡＭの導入により監査報告書が拡充された後

は、アナリストや機関投資家には、財務諸表が適

正か否かだけを確認するのにとどまらず、ＫＡＭ

に記載された内容について分析・取材等を実施し

ていくことが期待される。アセット・オーナーは

それを要求するのではないかと思われる。その結

果、アナリストや機関投資家は、財務諸表のサプ

ライチェーンに関連する当事者として、取材やエ

ンゲージメント等を通じて、監査の品質向上やそ

れを通じた財務諸表の品質向上に一定の役割を担

うことになるであろう。

ただし、ＫＡＭに記載されている情報だけでは、

アナリストや機関投資家は、十分な分析ができな

い可能性が高い。というのも、わが国では経営者

の判断や会計上の見積もりについて、その前提と

なる情報が財務諸表やその注記で十分に開示され

ていないからである。会計監査人は、企業が財務

諸表や注記で開示していない情報を監査報告書に

ＫＡＭに関する記述として記載することは可能で

ある。しかし、このような一次情報の提供は、監

査報告書の本来的な役割ではない。経営者の判断

や会計上の見積もりの妥当性について、最も先進

的と思われる英国の例でも、会計監査人が適切と

判断した際の具体的な水準については言及してい

ない。ＫＡＭの情報の有効活用のためには、企業

側にも、ＫＡＭで指摘された事項については、規

則等に定められていなくても、財務諸表の利用者

が理解するために必要な情報を開示することが期

待される。自主的な開示を促す効果が期待できな

いのであれば、ＫＡＭについて財務諸表利用者が

理解するのに必要とされる情報の追加的な開示を

企業に義務付ける包括的なルールを設けることも

一考に値するのではないか。そもそも、わが国の

情報開示は、ルールで定められたことのみ開示す

ればいいというコンプライアンス・モデルではな

く、利用者が理解するのに必要な情報を適切に表

示・開示する、フェア・プレゼンテーションを前

提としている。そのことを考えれば、追加的な情

報開示を求める包括的な規定を設ける（拡充する）

ことも、検討の余地があると思われる。

アナリストや機関投資家が、個別企業の監査に

ついて、会計監査人と意見交換するのは困難であ

る。会計監査人は被監査企業に対する守秘義務を

負っているからである。したがって、ＫＡＭの内

容については、会計監査人の代わりに、会計監査

人と対話を行っている監査役等への取材やエン

ゲージメントを行う例が、出てくるのではないか

と思われる。その意味では、財務報告を含んだ企

業のコーポレート・ガバナンスにおける監査役等

の役割は高まっていくものと予想される。

他方で、会計監査人も、監査役等とのエンゲー

ジメント、決算説明会への出席や、個別企業の監

査とは直接関係しないアナリスト・投資家との意

見交換などを通じて、監査の最終受益者である、
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アナリストや投資家の目線を反映し、より高い職

業的懐疑心を持って財務諸表を監査することが求

められよう。

２章　監査法人の体制整備
１．ガバナンス・コードの設定

１）懇談会提言
わが国では、昨今の不正会計事案により、会計

監査に関する信頼が大きく揺らいでいる。これを

踏まえ、金融庁は平成 27（2015）年 10 月に「会

計監査の在り方に関する懇談会」を設置し、信頼

回復に向けた対応策の検討を行い、平成 28 年３

月に懇談会の提言を公表した。提言では講ずべき

取り組みとして以下の５つを挙げている。

①監査法人のマネジメントの強化

②�会計監査に関する情報の株主等への提供の

充実

③企業不正を見抜く力の向上

④�「第三者の眼」による会計監査の品質チェッ

ク

⑤�高品質な会計監査を実施するための環境の

　整備

２）ガバナンス・コードの設定
パートナーシップ組織を前提とするわが国の監

査法人ではあるが、昨今は企業活動の複雑化や国

際化に対応し、監査法人の組織の大規模化が進ん

でいる。懇談会提言では、監査法人の「経営陣に

よるマネジメントが、このような規模の拡大と組

織運営の複雑化に対応しきれてないことが、監査

の品質確保に問題を生じさせている主な原因の一

つである」と指摘し、①の監査法人のマネジメン

トの強化を求めている。これを受けて、平成 28

（2016）年７月に「監査法人のガバナンス・コー

ドに関する有識者検討会」が設置され、同コード

の検討が始まった。平成 29（2017）年３月に「監

査法人の組織的な運営に関する原則」（監査法人

のガバナンス・コード）が公表された。

同コードは、大手上場企業等の監査を担う監査

法人を対象としている。ただし、それ以外の監査

法人も必要な取り組みを実施するよう求められ

る。コードは、プリンシプルベース・アプローチ

に基づき、コンプライ・オア・エクスプレインを

ベースとしている。内容は図表６の５つの原則か

図表６　監査法人の組織的な運営に関する原則（監査法人のガバナンス・コード）

原則１

監査法人は、会計監査を通じて企業の財務情報の信頼性を確保し、資本市場の参加者等の保護を図り、もって
国民経済の健全な発展に寄与する公益的な役割を有している。これを果たすため、監査法人は、法人の構成員
による自由闊達な議論と相互啓発を促し、その能力を十分に発揮させ、会計監査の品質を組織として持続的に
向上させるべきである。

原則２ 監査法人は、会計監査の品質の持続的な向上に向けた法人全体の組織的な運営を実現するため、実効的に経営（マ
ネジメント）機能を発揮すべきである。

原則３ 監査法人は、監査法人の経営から独立した立場で経営機能の実効性を監督・評価し、それを通じて、経営の実
効性の発揮を支援する機能を確保すべきである。

原則４
監査法人は、組織的な運営を実効的に行うための業務体制を整備すべきである。また、人材の育成・確保を強化し、
法人内及び被監査会社等との間において会計監査の品質の向上に向けた意見交換や議論を積極的に行うべきで
ある。

原則５ 監査法人は、本原則の適用状況などについて、資本市場の参加者等が適切に評価できるよう、十分な透明性を
確保すべきである。また、組織的な運営の改善に向け、法人の取組みに対する内外の評価を活用すべきである。

（出所）金融庁「監査法人の組織的な運営に関する原則」（平成 ２９ 年３月 ３１ 日）
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らなる。

会計監査の受益者は、投資家やアナリストなど

の財務諸表の利用者である。しかしながら実際に

監査報酬を支払うのは被監査会社である。このイ

ンセンティブのねじれが、監査法人の被監査会社

に対する独立性を損なっているとの指摘は以前か

らなされている。例えば、証券取引所などが、上

場企業や証券会社（を通じて個人投資家）、機関

投資家などの市場参加者から、市場への参加費と

して監査の費用を徴収しておき、それを監査法人

に報酬として支払うといった対応も考えられなく

はない。しかしこのような抜本的な見直しは、実

現するとしても相当程度の時間を要する。品質向

上による会計監査の信頼回復が喫緊の課題である

ことを考えると、まずは、監査法人のガバナンス

を改善し、監査の品質の向上を促すことから取り

組む必要があろう。なお、日本公認会計士協会は、

2017 年 5 月 31 日から「監査法人における実効

的な組織運営に関する取組の一覧」というコー

ナーを設け、監査法人のガバナンス・コードへの

取り組みを一覧できるようにしている。

３）透明性報告書の拡充
懇談会提言では、会計監査の透明性を向上させ

るためには、監査法人等が積極的にその運営状況

や個別の会計監査等について情報提供していくべ

きであるとしている。このうち、個別の会計監査

に関しては、第 1 章で述べた監査報告書の透明化

での対応が期待される。それに加え、監査法人自

体の品質管理に関する情報開示の拡充が求められ

る。例えば、コーポーレート・ガバナンス原則の

適用状況、会計監査の品質の向上に向けた取り組

み、監督機関や日本公認会計士協会などからの指

摘への対応などの記述など、被監査会社の担当者

や監査役等、株主や投資家、その他の資本市場参

加者等がその監査法人の会計監査の品質を評価で

きるような「透明性報告書」の公表が望まれる。

現在でも「業務及び財産の状況に関する説明書

類」の作成が公認会計士法により求められている

が、開示内容はいわゆるボイラープレートであり、

ウェブサイトで開示していない法人も多数いるも

ようである。米国・英国・ＩＯＳＣＯでは、監査

の品質を図る指標として、ＡＱＩ（監査品質を測

定する指標）の導入なども検討されている。これ

らが本当に有用なのかは検討の余地はあろうが、

頭ごなしに否定するのではなく、研究・分析、財

務諸表利用者との意見交換などは行ってもよかろ

う。

２．監査法人のローテーション

１）ローテーションがなぜ必要？
会計監査人は被監査会社から監査報酬をもらう

ため、会計監査人が独立性を維持しつつ監査を行

うことについてそもそもの構造的な問題がある。

このような問題がないとしても、担当の会計士ま

たは監査法人が被監査会社（の担当者等）と長期

間向き合っていると、一種のシンパシーのような

ものが生まれてくるのは、人間である以上、避け

られないところであろう。ローテーション制度は、

そのような状況を回避し、監査の独立性を維持す

るために同じ会計士さらには同じ監査法人が一定

期間を超えて同じ会社の監査を行うことがないよ

う交代を強制するものである。

２）わが国はパートナー・ローテーション
（１）わが国の現状

わが国では、既に、1998 年４月から日本公認
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会計士協会の自主規制として、さらに 2003 年の

公認会計士法の改正により、既に、実際に会計監

査を行う担当公認会計士（業務執行社員）、すな

わち、パートナーのローテーション制度は導入さ

れている。

◆�上場会社を含む一定の大会社等の会計監査を行

う業務執行社員の最長継続任期は７年、最短の

インターバル（担当を外れ再び担当になれるま

での期間）は２年

◆�大規模監査法人で上場会社の会計監査を担当す

る筆頭業務執行社員等は、最長継続任期５年、

最短インターバル５年

（２）ＩＥＳＢＡの新規則

ＦＡＣの中で公認会計士・監査法人の国際的に

統一された倫理基準を検討するＩＥＳＢＡ（国際

会計士倫理基準審議会）では、2017 年１月にＰ

ＩＥ（社会的影響度の高い事業体、わが国の倫理

規則上の大会社）の監査について、下記の通り、

上級職員の長期的関与（ローテーション）規定の

改正を行った。改正後の倫理規則は 2018 年 12

月 15 日以後の事業年度から適用することとして

いる。

◆�筆頭業務執行社員：関与期間の上限が７年はそ

のままで、クーリング・オフ（インターバル）

を最短２年から５年に改正

◆�審査担当者： 関与期間の上限が７年のままで、

クーリング・オフ（インターバル）が最短２年

から３年に改正

◆�監査業務の主要な担当社員等：関与期間の上限

が７年、クーリング・オフ（インターバル）が

最短２年はいずれも改正なし。

わが国のパートナー・ローテーションの場合は、

上記の要件を満たしている。

３）監査法人のローテーション制度に関する
金融庁の第一次調査報告

前述した懇談会提言では、「監査法人のローテー

ションを導入した場合のメリット・デメリット等

について、金融庁において、欧州・米国の最近の

動向も踏まえて、深度ある調査・分析を実施すべ

き」とある。これを受けて、金融庁は、平成 29

年（2017 年）７月に、懇談会のメンバーによる

海外調査なども踏まえ、「監査法人のローテーショ

ン制度に関する調査報告（第一次報告）」を取り

まとめた。

報告書では現行のパートナー・ローテーション

の有効性について、過去の不正会計事案において

抑止効果を発揮できていないとの厳しい見方を示

している。企業と同一監査法人との監査契約が固

定化しており、企業により自主的な監査法人の交

代は進まなかったとしている。例えば、東芝のケー

スでは同一監査法人が 47 年継続して監査してい

たこと、ＴＯＰＩＸ上位 100 社のうちこの 10 年

間に監査法人が交代したのは５社であることを指

摘している。

ＥＵでは、ＰＩＥに対して、その会計監査を担

当する監査法人を一定期間ごとにローテーション

させる義務を課す規則を 2016 年６月から実施し

ている。これについて、導入の効果については、

なお見極めに時間を要するが、欧州当局からのヒ

アリングによると、制度導入による混乱はこれま

でのところ見られていないとしている。

その上で、監査法人のローテーション制度につ

いては、国内の監査法人、企業、機関投資家等の

関係者からのヒアリング等を実施し、さらなる調

査・検討を進めていくことが適当としている。
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３章　違法行為への対応
１．現行法令等の取り扱い

１）会社法・金商法での取り扱い
財務諸表利用者は、会計監査人が企業の不正を

発見してくれることを期待しており、これがいわ

ゆる期待ギャップの大きな要因となっている。し

かし、そもそも会計監査は、不正行為や違法行為

の発見を直接目的とするものではない。

ただし、会社法では、会計監査人は、職務を行

うに際して、取締役の職務の執行に関し不正行為

又は法令・定款に違反する重大な事実を発見した

場合には、遅滞なく、監査役等に報告しなければ

ならないこととされている（会社法第 397 条①、

③～⑤）。

金融商品取引法では、193 条の３で、公認会計

士又は監査法人が、監査証明を行うに当たって、

「法令違反等事実」を発見した場合、その内容と

是正等の措置をとるべき旨を、遅滞なく、被監査

会社（の監査役等）に対して書面で通知しなけれ

ばならないこととしている。当該通知後、一定期

間が経過した後 9、なお次の（ｲ）～（ﾊ）いずれに

も該当すると認める場合、内閣総理大臣（実際は

金融庁長官）に意見を申し出なければならない。

（ｲ）�法令違反等事実が、被監査会社の財務計算

に関する書類の適正性の確保に重大な影響

を及ぼすおそれがある

9）具体的には、次の（a）、（b）のいずれか先に到来する日の時点をいう。
　（a）有価証券報告書の提出期限の６週間前の日又は上記①の通知日から起算して２週間を経過した日のいずれか遅

い日（提出期限以後の日となる場合は、提出期限の前日）
　（b）四半期報告書又は半期報告書の提出期限の前日
10）神田秀樹・黒沼悦郎・松尾直彦編著『金融商品取引法コンメンタール４　不公正取引規制・課徴金・罰則』（2011

年、商事法務）p.504（柿崎環氏執筆箇所）。
11）神田秀樹・黒沼悦郎・松尾直彦編著『金融商品取引法コンメンタール４　不公正取引規制・課徴金・罰則』（2011

年、商事法務）p.504（柿崎環氏執筆箇所）。
12）神田秀樹・黒沼悦郎・松尾直彦編著『金融商品取引法コンメンタール４　不公正取引規制・課徴金・罰則』（2011

年、商事法務）p.504（柿崎環氏執筆箇所）。

（ﾛ）�通知を受けた被監査会社が、適切な措置を

とらない

（ﾊ）�重大な影響を防止するために（意見の申出

を行う）必要がある

ここで対象となる「法令違反等事実」とは、金

融商品取引法上、被監査会社（特定発行者）にお

ける「法令に違反する事実その他の財務計算に関

する書類の適正性の確保に影響を及ぼすおそれが

ある事実」と定められている。

これは金融商品取引法上の財務書類の適正性の

確保に影響を及ぼすおそれのある事実すべてを含

んでおり、必ずしも法令に違反する事実のみを意

味するものではないと解されている 10。具体的に

は、被監査会社において「適切な対応がとられず、

当該事実が放置された状態のまま、当該財務書類

が提出されたならば重要な事項について虚偽記載

等が生じるおそれのある事実など」が該当すると

されている 11。もっとも、最終的には個別の事案

に応じて、「被監査法人の規模・特性やその財務

書類の内容などを総合的に勘案し…中略…監査人

としての専門的知識・経験に照らし、独立した立

場において」判断する必要があると考えられてい

る 12。

２）監査基準委員会報告書 250
監査基準委員会報告書 250「財務諸表監査にお

ける法令の検討」では、企業が遵守すべき法令を
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次の 2 種類に分けて、それぞれに対する会計監査

人の責任を区分している。

ⅰ .�例えば、税金や年金に関する法令など、財務

諸表の重要な金額及び開示の決定に直接影響

を及ぼすものとして一般的に認識されている

法令

ⅱ .�その他の法令で、財務諸表の金額及び開示の

決定に直接影響を及ぼさないが、事業運営、

事業継続能力又は重大な罰則を科されないた

めに遵守することが必要な法令（例えば、事

業の許認可に関する規定、保険会社のソルベ

ンシーに関する規制又は環境に関する規制）。

したがって、これらの法令への違反が財務諸

表に重大な影響を及ぼすことがある。

ⅰに対しては、当該法令を遵守していることに

ついて十分かつ適切な監査証拠を入手することを

求めている。これに対してⅱについては、財務諸

表に重要な影響を及ぼすことがある違法行為の識

別に資する特定の監査手続を実施することに限定

されている。規制当局への報告については、違法

行為を識別した又はその疑いがある場合、法令に

基づき、規制当局等に対して報告する責任がある

かどうかを判断しなければならないとしている

が、報告の要否に関して具体的な判断基準は設け

ておらず、適切な法律専門家に助言を求めること

が有益とするにとどめている。

２．ＩＥＳＢＡのルールと対応する不正
の範囲

１）ＩＥＳＢＡの新基準公表
違法行為への対応については、ＩＥＳＢＡが検

討を重ね、2016 年７月に、倫理規程の新規定「違

法行為への対応」を公表した。これに合わせる形

で、ＩＡＡＳＢも、ISA250「財務諸表監査にお

ける法令の検討」の改正基準を 2016 年 10 月に

公表している。この ISA250 はわが国の監査基準

委員会報告書 250 の基となるものである。

ＩＥＳＢＡの新倫理規定では、会計監査人が、

企業の違法行為又はその疑いに気付いた場合、そ

の内容を理解し、経営者（及び適切な場合は監査

役等）と協議し、経営者（又は監査役等）に、違

法行為等の阻止・是正・影響の軽減、未然防止、

適切な当局への通報（必要な場合）といった対応

を適時・適切に行うように助言することとしてい

る。会計監査人は、経営者（又は監査役等）の対

応が適切か評価し、適切でない場合、追加的な措

置が必要か検討しなければならない。追加的な措

置には、以下を含む。

◆�（法規則で求められていなくても）適切な当局

に通報する。ただし、法規制に反する場合、当

該通報は行われない。一方で、倫理規程上は守

秘義務違反とはみなされないとしている。

◆�（法規制で認められている場合に）業務を辞退、

契約を解除する。その場合には、後任の監査人

候補の要請に基づき、当該候補が監査業務を引

き受けるか否かを決めるに当たり必要であると

前任者として判断する、違法行為等に関する全

ての情報を、（法規制で禁止されていない限り）

後任の監査人に提供しなければならない。

ここでいう、違法行為の対象は、以下の法令等

に対する違法行為又は疑いが対象となっている。

（ⅰ）�被監査企業の財務諸表の重要な金額及び開示

の決定に直接影響を及ぼすものとして一般的

に認識されている法規則

（ⅱ）�被監査企業の財務諸表の金額又は開示の決定

に直接影響を及ぼさないが、それを遵守する

ことが、経営の実施、事業継続又は重大な罰

則回避のために根本となるような法規則
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該当する法令の具体的な例示は以下の通りであ

り、かなり幅広いものが対象と考えられている。

・不正、汚職、贈収賄

・�マネーロンダリング、テロリストへの資金提供、

犯罪収益

・証券市場及び証券取引　

・銀行業務並びにその他の金融商品及びサービス

・情報保護（データプロテクション）

・租税、年金に係る債務及び支払

・環境保護

・公衆衛生及び安全

改正後の ISA250 でも、会計監査人に、法規則

や倫理上の要求により規制当局等への報告が必要

か否かを決定する責任がある旨を示している。法

規則のみならず、倫理規程に従って必要がある場

合なども規制当局等への報告のトリガーとされて

いる。

日本公認会計士協会はＩＥＳＢＡの新倫理規程

やＩＡＡＳＢの ISA250 の見直しに合わせて、倫

理規則や監査基準委員会報告書の改正を行う予定

である。上記の（ⅰ）だけでなく（ⅱ）や、上記

の例示された法令も金融商品取引法第 193 条の

３の対象になり得るとの解釈が定着した場合、会

計監査人の企業の不正に対し、以前よりもアグ

レッシブな対応が求められるようになる可能性が

ある。

４章　ＩＡＡＳＢでさらなる改善
検討

１．監査の品質向上プロジェクト

ＩＡＡＳＢでは、2013 年ごろから監査の品質

のさらなる向上に向けたプロジェクトを開始して

いる。2015 年 12 月にはコメント募集文書（Ｉ

ＴＣ）「公共の利益を踏まえた監査品質の向上－

職業的懐疑心、品質管理及びグループ監査－」を

公表し、16 年５月まで意見を募集した。この意

見募集では、公認会計士を対象とする専門的記述

の多いＩＴＣ文書と公認会計士以外（投資家やア

ナリストなど）を対象としたやさしめのＩＴＣ文

書を公表するという手法を用いて実施された。こ

のＩＴＣでは、監査業務レベルの品質管理につい

て定める ISA220「監査業務における品質管理」、

企業集団（グループ）の財務諸表の監査の品質管

理について定める ISA600「グループ監査」、監査

事務所レベルでの品質管理について定める国際品

質管理基準（ＩＳＱＣ）１号「財務諸表の監査及

びレビュー並びにその他の保証及び関連サービス

業務を行う事務所の品質管理」、会計監査人の「職

業的懐疑心」の発揮を主要なトピックとして取り

上げていた。監査事務所の透明性報告書の記載内

容などもトピックとして取り上げられていた。

その後、それぞれのテーマについて検討を実施

し 2016 年 12 月にプロジェクトの提案書を公表

している。これによれば、ISQC1（監査事務所レ

ベルの品質管理）、ISA220（監査業務レベルの品

質管理）については、17 年内に公開草案を、18

年末に新基準を完成させる予定である。グループ

監査に関しては、18 年６月に公開草案を公表し、

19 年３月に新基準を完成させる予定であった。

しかし、スケジュールはかなり遅れている。

ISQC1 の見直しでは、品質管理システムの確立

と維持が中心となっている。監査法人は、監査の

品質に関するガバナンス原則を確立・実施、責任

者の指名、品質を重視する文化の醸成、ビジネス

戦略、組織構造の確立、リソースの確保と配分、

外部のステークホルダーの品質に関連する利益の

考慮と対話の推進、内部告発の方針・手続の確立、



131

監査制度の見直し

品質管理に関する情報の収集や外部の第三者との

意見交換、手続の文書化、品質管理プロセスの確

立などを柱としている。わが国の監査法人のガバ

ナンス・コードに似た側面がある。

監査品質プロセスに関しては、目標の設定、品

質に関するリスクの特定と把握、品質リスクへの

対応、モニタリングと修正という、いわば品質管

理に関するＰＤＣＡサイクルの導入を求めてい

る。中小の監査事務所にも配慮し、リスクの程度

に応じた対応を可能とする方向で検討している。

ネットワークに属する監査事務所の対応について

も検討している。監査事務所の透明性報告書につ

いても検討中であり、2017 年内に提案が示され

る予定である。また、各監査事務所の監査業務を

レビューする担当者向けの基準として ISQC2 を

別途定める方向で検討している。

２．職業的懐疑心

会計監査人は、監査を行うに当たり、被監査企

業の主張をそのまま受け入れるのではなく、職業

的専門家として正当な注意を払い、懐疑心を保持

して監査を行う必要がある。職業的懐疑心とは、

このような会計監査人の姿勢であり、職業的専門

家として判断を行う際に発揮される。監査の品質

を維持するに当たって不可欠の要素である。

職業的懐疑心に関しては、ＩＡＡＳＢは、ＩＥ

ＳＢＡ、ＩＡＥＳＢ（国際会計教育基準審議会）

と共同でプロジェクトを実施している。プロジェ

クトは、短期と長期のプロジェクトに分かれてお

り、短期プロジェクトではＩＥＳＢＡで倫理規程

の見直しを検討しており、2017 年５月に公開草

案「職業的懐疑心及び職業的専門家としての判断

に関する適用指針案」を公表している。

３．会計上の見積もりの監査

ISA540「会計上の見積り及び関連する開示の

監査」では、会計上の見積もりを必要とする項目

の監査を定めている。

もともと、ＩＡＡＳＢでは、2015 年から 19

年の５カ年戦略や 2015・16 年の２カ年の作業

計画で広範な観点から当該基準の見直しを行う予

定であった。

他方で、IFRS9 号「金融商品」が 2018 年１月

１日から適用される。IFRS9 号では、貸付金の

減損について、従来の発生損失アプローチから

予想損失アプローチに変換することとしている。

これに合わせて、IFRS9 号への対応に特化した

ISA540 の見直しが必要との指摘があった。

ＩＡＡＳＢは ISA540 の見直しについて、二

つに分けて対応すべきかを検討したが、結局、

IFRS9 号に特化しない全面的な改定プロジェクト

として検討することとし、2016 年１月にプロジェ

クトの提案を公表した。当初は 17 年末までに作

業を完了させる予定でいたが、カバーする範囲

が広範であることもあり難航し、17 年４月によ

うやく公開草案の公表にこぎ着けた。公開草案は

17 年８月まで意見募集を行った。

この基準の対象となる項目はかなり広範であ

り、公開草案では下記が例示されている。

・棚卸資産の陳腐化・製品保証・減価償却方法

・長期契約（工事契約なども含むと思われる）

・�訴訟の和解と判決から生じる費用の見積も

り

・予想信用損失（IFRS9 号の貸付金の減損）

・保険契約債務

・�金融商品（活発な市場で取引されていない複
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　雑な金融商品を含む）

・従業員年金債務　・株式報酬

・�営業権や無形資産などを含め、企業結合にお

いて取得された資産又は負債

・処分目的で保有する財産又は設備

・�独立した当事者間で行われる金銭的対価を

伴わない資産又は負債の交換を含む取引、例

えば異なる業種のプラント設備の非貨幣的

交換

・インフラ資産の評価

公開草案では、見積もりの要素を含む項目につ

いて、「複雑性」「経営者による判断の必要性」「見

積もりの不確実性」を含むリスク要因に左右され

る程度又はその影響を受ける程度を考慮して、重

要な虚偽表示のリスクを識別・評価することとし

ている。

公開草案では、後述する ISA315 の固有リスク

が低い場合と低いと言えない場合に区分してい

る。低いと言えない場合には、それが適用可能で

あれば、評価した重要な虚偽表示リスクの根拠要

因に上記３つの要因を含む際に、要因に応じて規

定で示された事項についての監査上の証拠を得る

ためのさらなる監査手続を立案・実施する。「複

雑性」については、見積もりの方法、重要なデー

タ及び仮定が適切であるか、「経営者による判断

の必要性」については、重要な仮定が相互に整合

していて、かつ、他の会計上の見積もりやその他

の営業活動の分野に使用された仮定と整合してい

るか、「見積もりの不確実性」については、経営

者が見積もりの不確実性を理解・対処するために

適切な措置を講じたかや見積額と関連する開示が

合理的であるかなどに関する監査証拠を入手する

こととしている。

従来のＩＳＡが見積もりの不確実性を特に重視

している点や特別な検討を必要としているか否か

に重点を置いている点を改め、リスクのレベルに

応じてよりきめ細かな対応を行えるようにするこ

とを目指している。

さらに、職業的懐疑心の発揮の強化のため、立

ち止まって特定の事項を再検討することを要求し

ている（stand back）。

上述したように、会計上の見積もりの開示に関

しては、適用される財務報告の枠組みにおいて要

求される事項に照らして合理的であるか否かにつ

いて、会計監査人が十分かつ適切な監査証拠を入

手することを要求している。財務報告の枠組みに

は、規則に準拠していることを求めるコンプライ

アンスの枠組みと、具体的に要求されている開示

を超えて、財務諸表の適正表示を達成するために

必要な開示を経営者に求めるフェア・プレゼン

テーションの枠組みとがある。

公開草案によれば、後者の枠組みの場合、企業

が会計上の見積もりに関して財務諸表の利用者が

理解するために適切な開示を行っているか、会計

監査人は監査証拠を入手する必要がある。会計監

査人が、適正な表示を確保するために追加的な開

示が必要と判断することもあり得る旨も示されて

いる。

第１章で述べたＫＡＭには、ISA540 の対象と

なる項目が該当することが多いと思われる。上記

のような、会計上の見積もりが必要な項目につい

て、会計監査人が追加開示を要求し得る規定が設

けられることは、財務諸表の利用者にとって歓迎

すべきであろう。

予定では、ISA540 の新基準は、2018 年３月

に完成する。公開草案によれば、適用開始は最終

的なＩＳＡ承認から約 18 カ月後に終了する会計
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期間の監査から（暦年決算だと 19 年 12 月期の

監査から）となる。18 年１月１日からの IFRS9

号の適用には間に合わないため、早期適用が可能

とされている。

４．重要な虚偽表示リスク

監査の品質や ISA540 などとも関係が深いとこ

ろから、ＩＡＡＳＢは、ISA315「企業及び企業

環境の理解を通じた重要な虚偽表示リスクの識別

と評価」の再改訂の検討を行っており、2016 年

９月にはプロジェクトの提案書を公表している。

17 年９月のＩＡＡＳＢの理事会で示された案

では、監査リスクモデルの見直しの提案がなされ

ている。従来の監査リスクモデルでは、固有リス

クに統制リスクを乗じ、さらに発見リスクを乗じ

て監査リスクが測られる。固有リスクとは、関連

する内部統制は存在しないという仮定の下で、経

営者の主張に重要な虚偽の表示がなされる可能性

をいう。統制リスクとは、経営者の主張に存在す

る重要な虚偽の表示が、企業の内部統制によって

防止又は適時に発見、是正されない可能性をい

う。発見リスクとは、経営者の主張に発生する重

要な虚偽の表示が、監査手続によって発見されな

い可能性である。固有リスクと統制リスクを掛け

合わせて結合したものが重要な虚偽表示のリスク

である。監査のリスク評価の過程では、固有リス

クと統制リスクを別々に把握するのが容易でない

こともあり、別々ではなく結合して把握すること

も認められている。しかし、現在検討されている

ISA315 の改訂案では、最初から結合して把握す

るのではなく、それぞれを別個に把握した上で結

合することを提案しており、これが実現すれば、

監査上リスクの把握手続が変更されることにな

る。18 年６月に公開草案を公表する予定である。

５章　おわりに
上述したように、ＩＡＡＳＢをはじめ、海外で

は、監査報告書の透明化については対応を終了し

ている。ＩＡＡＳＢでは、さらにその先の、監査

の品質をいかにして向上させるかに関する取り組

みを開始している。

わが国では、数年前までは、ＩＦＲＳの導入が

テーマとなっていた。しかし、これについては、

任意適用の拡大という形で、取りあえず決着がつ

いている。

また、ＩＦＲＳを設定するＩＡＳＢ（国際会計

基準審議会）自体も、新しい会計基準の開発は一

息ついて、現在は、会計基準のレビューや財務諸

表の様式・開示についての検討へと軸足を移して

いる。

会計の世界では、現在はむしろ、新しく設定さ

れた会計基準をどのようにして適切に適用するか

というエンフォースメントや財務諸表の質に関係

者の関心が移っているように思われる。すなわち、

会計監査への関心が集まりつつある。

そのような状況において、わが国の監査の分野

における対応は、海外と比べると、多少周回遅れ

の感が出てきている。かつてわが国企業の英文の

監査報告書に、財務諸表の品質に疑義を示すよう

な警告が、海外の監査法人から付されたことが

あった。しかし、監査報告書が「透明化」後のも

のか否かは、警告が付されていなくても、海外の

投資家やアナリストが見れば、一目瞭然である。

わが国企業の財務諸表や監査の品質について、い

たずらに疑義が抱かれることのないよう、資本市

場関係者全体での、迅速かつ的確な対応が求めら

れる。
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